

第１章　日用品業界における世界進出の課題
　世界には、様々な企業がある。その中でも世界進出しているグローバル企業は、数多く存在する。スターバックスやApple、ルイ・ヴィトンなどはどの国を訪れても、同じように店舗・商品が展開されている。日本では1990年代から中小企業の世界進出の割合が増加した。外務省による「海外進出日系企業拠点数調査（2022）」によると、2022年10月1日時点で海外進出している企業は、79,301件だった。日本から世界進出に成功した有名な企業だと、任天堂やソニー、トヨタ自動車などがある。このように、日本の高い技術が世界中に認められていることが分かる。そして、世界進出に成功している企業には共通点がある。例えば、任天堂やAppleなどの電気製品業界はグローバル化しやすい。それは世界で共通した認識や規定が存在するからだ。
　しかし、日用品業界となると世界進出が一気に難しくなる。課題としては大きく二つ存在する。一つ目は、その土地の文化や生活習慣の影響を受けやすいことだ。元々世界の様々な場所で使われている道具や衣料品は、その地域の文化などを背景に出来上がっている。例えば、日本人は料理を作る際「茹でる・煮る」場合は鍋を使い、「焼く・炒める」場合はフライパンを使用する。しかし中国人は「茹でる・煮る・焼く・炒める」この全てを中華鍋で行う。そのため、中国ではフライパンを使用しない。このように国や地域により文化や生活スタイル、流行も大きく異なる。そのため、文化や生活スタイルに影響を受けやすい日用品は世界共通が難しい。二つ目は、圧倒的に品数が多いことだ。電気製品業界なども品数は多いが「電気を使用して動かす機械」だけを取り扱っている。しかし日用品業界となると、電化製品はもちろん衣料品・食品・生活雑貨など多種多様なカテゴリーの商品が存在する。そのため、幅広いカテゴリーの商品全てを、同じブランドとして世界的に認識してもらうことが難しい。これらの理由から日用品業界は、世界進出が困難だとされている。
　実際に日用品業界で世界進出に挑戦したが、失敗した「ニトリ」を例に挙げて説明する。ニトリは、2013年10月にアメリカに進出した。「ニトリ」から「アキホーム（Aki-Home）」と言う名前に変更して、カリフォルニア州のフラートン店とタスティン店をオープンした。タスティン店の広さは、約840坪の広さだった。これをスタートに、「10年で100店舗の拡大」を目標に掲げていた。その後もロサンゼルス郊外で合計5店舗展開し、アメリカでの世界進出を果たした。しかし、当時から存在していた「IKEA」がアメリカ人から絶大な支持を得ていた。そのため2018年以降から、一気に4店舗が閉店となった。そして2023年の4月にニトリは米国事業から撤退した。ニトリがアメリカ進出に失敗した大きな理由は、「文化の違い」だと考える。アメリカは日本と違い引越文化である。家具を新品にこだわる日本人と違い、アメリカ人はすぐに引っ越すため使い捨て感覚で家具を購入する。そのため使用感のあるイケアの家具や、中古家具を好む。日本人は家具の組み立ての工程が少ない物を好むが、元々DIYが得意なアメリカ人からすればIKEAの複雑な家具の組み立ては、全く苦にならない作業である。つまり、アメリカ人は家具や日用品雑貨にお値段以上のクオリティーや品質を求めていないことが大きな壁となった。
　つまり日本の高い技術があったとしても、その地域の生活習慣や文化に合わせた商品を販売しないといけない。衣料品・食品・生活雑貨など多種多様な商品全てをその地域に根付かせ、そして同じブランドだと認識して貰うことが必要だ。これらの課題が、日用品業界での世界進出を妨げる大きな壁になっている。
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